
Ⅲ市政改革の取組と今後の方向性

②職員数の削減

③人件費の削減

 「市政改革プラン」では、スリムで効率的な業務執行体制をめざし、経営形態の変更、施

策事業の再構築などにより、職員数約1万9,000人を目指すこととしています。 
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 職員の給料および管理職手当のカットなどにより、人件費の削減を進めてきました。今

後も、給料等のカットを継続し、さらに削減します。 
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※H24予は当初＋7月補正 
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